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議長会議長会HPHP

ど
の
７
項
目
を
求
め
た

（
左
掲
、詳
細
は
本
会
Ｈ

Ｐ
に
掲
載
）。

こ
の
日
の
会
議
で
は
、

武
田
良
太
総
務
相
が
あ

い
さ
つ
で
「
新
型
コ
ロ

ナ
へ
の
対
応
と
地
域
経

済
の
活
性
化
と
の
両
立

を
図
り
つ
つ
、
ポ
ス
ト

コ
ロ
ナ
時
代
に
ふ
さ
わ
し
い

質
の
高
い
経
済
社
会
を
構
築

し
て
い
く
」
な
ど
と
述
べ
た
。

本
会
は
同
会
議
に
予
算
・

要
望
資
料
を
提
出
し
て
い
る
。

本
会
の
野
尻
哲
雄
会
長

（
大
分
市
議
会
議
長
）
を
は

じ
め
地
方
六

団
体
の
各
代

表
者
と
、
伊

藤
雅
暢
本
会

基
地
協
議
会

会
長
職
務
代

理
（
恵
庭
市

議
会
議
長
）

ら
基
地
関
係

団
体
各
代
表

は
９
月
25
日
、

自
民
党
総
務

部
会
関
係
合

同
会
議
に
リ

モ
ー
ト
出
席
し
た
。
六
団

体
を
代
表
し
、
飯
泉
嘉
門

地
方
自
治
に
功
労
の
あ
っ

た
全
国
の
地
方
議
会
議
員
に

国
か
ら
贈
ら
れ
る
感
謝
状
が

10
月
５
日
付
で
各
贈
呈
者
に

郵
送
さ
れ
た
。
今
年
度
は
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

の
拡
大
防
止
の
た
め
、
例
年

都
内
で
開
か
れ
る
贈
呈
式
が

取
り
止
め
と
な
っ
て
い
た
。

感
謝
状
は
、
通
算
35
年
以

上
に
わ
た
り
在
職
し
、
地
方

自
治
の
発
展
に
顕
著
な
功
労

が
あ
っ
た
と
認
め
ら
れ
る
市

区
・
町
村
議
会
議
員
に
贈
呈

さ
れ
る
。

今
年
度
、
武
田
良
太
総
務

相
か
ら
贈
ら
れ
た
の
は
24

人
。
こ
の
う
ち
、
市
区
議

会
議
員
は
12

人
（
左
上
掲
）

だ
っ
た
。

ま
た
、
市
町

村
長
・
市
町
村

議
会
議
長
へ
の

表
彰
状
・
記
念

品
も
同
総
務
相

名
で
各
受
彰
者

へ
郵
送
で
贈
ら

れ
た
。

対
象
は
、
市

区
町
村
長
と
し

て
通
算
20
年
以

上
、
市
区
町
村

議
会
議
長
と
し

て
同
12
年
以
上
在
職
し
、
地

方
自
治
の
発
展
に
功
労
が

あ
っ
た
と
認
め
ら
れ
た
方
。

今
年
度
の
受
彰
者
は
18
人
、

本
会
の
受
彰
者
は
い
な
か
っ

た
。

▽
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
対
策
に
係
る
地
方
税
財

政
措
置
等
▽
地
方
の
安
定
的

な
財
政
運
営
に
必
要
な

地
方
交
付
税
等
の
一
般

財
源
総
額
の
確
保
・
充

実
▽
地
方
創
生
の
推
進

▽
防
災
・
減
災
対
策
の

推
進
と
強
靱
な
国
土
づ

く
り
▽
持
続
可
能
な
社

会
保
障
の
基
盤
づ
く
り

▽
次
世
代
を
担
う
「
人

づ
く
り
」
▽
地
方
税
財

源
の
確
保
・
充
実

あいさつする
武田総務相Web会議に出席する野尻会長（大分市）

六
団
体
要
望
項
目

六
団
体
要
望
項
目

全
国
知
事
会
会
長
（
徳
島
県

知
事
）
が
令
和
3
年
度
予
算

編
成
等
に
関
し
て
要
望
し
た
。

要
望
で
は
、
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
で

よ
り
厳
し
い
地
方
財
政
運
営

が
想
定
さ
れ
る
こ
と
を
背
景

に
、
①
新
型
コ
ロ
ナ
に
係
る

地
方
税
財
政
措
置
②
一
般
財

源
総
額
の
確
保
・
充
実
―
な

市
区
議

市
区
議
1212
人
に
感
謝
状

人
に
感
謝
状

地
方
自
治
へ
の
功
労
者
へ
贈
呈

地
方
自
治
へ
の
功
労
者
へ
贈
呈

•
•
•
 

•
•
•
 •

 •
 

•
 •

 •
•
•

•
•
•

▽
三
浦
利
通

▽
三
浦
利
通		
（
男
鹿
市
）

（
男
鹿
市
）

▽
田
中
一
𠮷

▽
田
中
一
𠮷		

（
大
田
区
）

（
大
田
区
）

▽
北
城
貞
治

▽
北
城
貞
治		

（
荒
川
区
）

（
荒
川
区
）

▽
佐
々
木
俊
隆

▽
佐
々
木
俊
隆		

（
板
橋
区
）

（
板
橋
区
）

▽
丸
山
敏
彦

▽
丸
山
敏
彦		

※※		

（
柏
崎
市
）

（
柏
崎
市
）

▽
宮
村
幸
男
（
新
発
田
市
）

▽
宮
村
幸
男
（
新
発
田
市
）

▽
西
本
嘉
宏

▽
西
本
嘉
宏		

（
丹
波
市
）

（
丹
波
市
）

▽
三
浦
三
一

▽
三
浦
三
一		

（
阿
波
市
）

（
阿
波
市
）

▽
中
島
慎
一
（
北
九
州
市
）

▽
中
島
慎
一
（
北
九
州
市
）

▽
石
田
康
高
（
北
九
州
市
）

▽
石
田
康
高
（
北
九
州
市
）

▽
江
原
一
雄

▽
江
原
一
雄		

（
武
雄
市
）

（
武
雄
市
）

▽
阿
部
剛
四
郎

▽
阿
部
剛
四
郎		

（
大
分
市
）

（
大
分
市
）

【名簿順、敬称略 ※は故人】【名簿順、敬称略 ※は故人】
令和 2年度感謝状贈呈者令和 2年度感謝状贈呈者





































六団体 税財政措置求める六団体 税財政措置求める
自民党総務部会関係合同会議自民党総務部会関係合同会議
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区　分
令和 3 年度
当初要求額

A

令和 2 年度
当初予算額

B

増減額
（A-B）

C
増減率
C/B

一
般
会
計

国税４税の法定率分等① 131,930 150,898 △ 18,969 △ 12.6%

一般会計からの加算分② 26,174 5,187 20,987 404.6%

臨時財政対策特例加算 20,928 0 20,928 皆増

計（入口ベース）　    ①＋②＝③ 158,104 156,085 2,019 1.3%

特
別
会
計

地方法人税の法定税率分 10,578 14,564 △ 3,986 △ 27.4%

返還金 1 4 △ 3 △ 86.0%

特別会計借入金償還額 △ 6,000 △ 5,000 △ 1,000 20.0%

特別会計借入金利子 △ 749 △ 771 22 △ 2.9%

剰余金の活用 0 1,000 △ 1,000 皆減

計 ④ 3,829 9,797 △ 5,967 △ 60.9%

地方交付税総額（出口ベース）③＋④ 161,933 165,882 △ 3,949 △ 2.4%

令和３年度概算要求、地方債計画令和３年度概算要求、地方債計画

交付税減、臨財債大幅増交付税減、臨財債大幅増
コロナ禍で財源不足拡大コロナ禍で財源不足拡大

総

務

省

総
務
省
は
９
月
30
日
、
令
和
３
年
度
予
算
概
算
要
求
を
発
表
し
た
。
総
務
省
予
算
が

増
額
と
な
る
一
方
、地
方
交
付
税
総
額
は
出
口
ベ
ー
ス
で
前
年
度
比
２・４
％
減
と
な
っ

た
。
ま
た
、
同
省
は
、
同
年
度
地
方
財
政
収
支
の
仮
試
算
、
地
方
財
政
の
課
題
、
地
方

債
計
画
案
も
公
表
、
臨
時
財
政
対
策
債
が
前
年
度
か
ら
ほ
ぼ
倍
の
１
１
６・５
％
増
と

大
幅
な
増
額
と
な
っ
て
い
る
の
が
特
徴
だ
。総

務
省
　
令
和

総
務
省
　
令
和
３３
年
度
概
算
要
求

年
度
概
算
要
求

地
方
交
付
税

地
方
交
付
税  

２２
・・
４４
％
減
％
減

総
務
省
の
令
和
３
年
度
予

算
概
算
要
求
額
は
、
前
年
度

比
０
・
３
％
増
の
16
兆
８
２

６
３
億
円
。う
ち
、地
方
交
付

税
等
財
源
繰
り
入
れ
が
２
・

０
％
増
の
16
兆
１
２
８
８
億

円
、
一
般
歳
出
は
27
・
３
％

減
の
６
９
７
５
億
円
と
な
っ

た
（
た
だ
し
他
に
事
項
要
求

あ
り
）。

今
年
度
の
概
算
要
求
で
は
、

①
デ
ジ
タ
ル
変
革
の
加
速
に

よ
る
「
新
た
な
日
常
」
の
構

築
②
ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
の
社
会

に
向
け
た
地
方
回
帰
支
援
③

防
災
・
減
災
、
国
土
強
靭
化

の
推
進
④
経
済
・
社
会
を
支

え
る
地
方
行
財
政
基
盤
の
確

保
⑤
持
続
可
能
な
社
会
基
盤

の
確
保
―
の
５
つ
が
主
要
事

項
と
し
て
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。

ま
た
、
概
算
要
求
額
は
仮

置
き
で
あ
り
、
経
済
情
勢
の

推
移
、税
制
改
正
の
内
容
、新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

へ
の
対
応
な
ど
緊
要
な
経
費

の
取
扱
い
を
含
め
た
国
の
予

算
編
成
の
動
向
等
を
踏
ま
え
、

地
方
財
政
の
状
況
等
に
つ
い

て
検
討
を
加
え
、
予
算
編
成

過
程
で
調
整
す
る
と
し
た
。

地
方
交
付
税
の
要
求
額
は
、

出
口
ベ
ー
ス
（
地
方
団
体
交

付
ベ
ー
ス
）
で
前
年
度
比

２
・
４
％
減
の
16
兆
１
９
３

３
億
円
。
地
方
交
付
税
総
額

の
減
少
は
２
年
ぶ
り
。

ま
た
、
地
方
の
財
源
不
足

を
国
と
地
方
で
折
半
し
補
塡

す
る
「
折
半
ル
ー
ル
」
が
３

年
ぶ
り
に
適
用
さ
れ
、
臨
時

財
政
対
策
債
の
発
行
に
伴
う

臨
時
財
政
対
策
特
例
加
算
が

行
わ
れ
る
。

総
務
省
は
今
年
度
の
要
求

の
方
針
と
し
て
、
▽
一
般
財

源
総
額
に
つ
い
て
令
和
２
年

度
地
方
財
政
計
画
の
水
準
を

下
回
ら
な
い
よ
う
実
質
的
に

同
水
準
確
保
▽
引
き
続
き
巨

額
の
財
源
不
足
が
生
じ
て
い

る
こ
と
か
ら
交
付
税
率
の
引

き
上
げ
を
事
項
要
求
▽
東
日

本
大
震
災
の
復
旧
・
復
興
事

地
方
交
付
税

地
方
交
付
税

【
3
面
へ
続
く
】

業
は
別
枠
で
整
理
し
、
事
項

要
求
―
を
挙
げ
た
。

ま
た
、
要
求
額
は
仮
置
き

で
、
経
済
情
勢
の
推
移
や
税

制
改
正
、
新
型
コ
ロ
ナ
へ
の

対
応
な
ど
を
踏
ま
え
た
国
の

表　令和 3 年度地方交付税算定額基礎
（単位：億円）

※特別会計とは「交付税および譲与税配布金特別会計」のこと。
※表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計、増減率が一致しない場合がある。
※令和 3年度地方交付税算定基礎（総務省資料）より抜粋した。
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０・９
％
増
の
76
・
５
兆
円
。

う
ち
、
一
般
行
政
経
費
が
社

会
保
障
費
の
増
に
よ
り
１
・

７
％
増
額
の
41
・
１
兆
円
と

な
っ
た
。

ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創

生
事
業
費
や
地
域
社
会
再
生

事
業
費
な
ど
は
、
前
年
度
と

同
額
と
な
っ
て
い
る
。

総
務
省
の
「
地
方
議
会
・

議
員
の
あ
り
方
に
関
す
る
研

究
会
」
（
座
長
＝
只
野
雅
人

一
橋
大
院
教
授
）
は
9
月
30

日
、
地
方
議
員
の
な
り
手
不

足
対
策
等
の
課
題
を
盛
り
込

ん
だ
報
告
書
を
ま
と
め
た
。

本
会
を
は
じ
め
と
す
る
地

方
側
が
求
め
て
き
た
議
員

の
な
り
手
不

足
対
策
の
う

ち
、議
員
の
請

負
禁
止
の
緩

和
と
立
候
補

環
境
の
整
備

に
つ
い
て
は

法
改
正
に
向

け
た
検
討
が

な
さ
れ
る
方

向
と
な
っ
た

も
の
の
、
議
会
の
権
能
強
化

に
つ
い
て
は
踏
み
込
ま
れ
ず
、

「
引
き
続
き
検
討
す
る
」
と

さ
れ
た
。

ほ
か
、
報
告
書
で
は
、
出

産
や
育
児
、
介
護
等
を
地
方

議
会
の
欠
席
理
由
へ
追
加
す

る
こ
と
な
ど
を
求
め
て
い
る
。

報
告
書
の
全
文
は
総
務
省

Ｈ
Ｐ
に
掲
載
。

議会・議員あり方研議会・議員あり方研
報 告 書 ま と め る報 告 書 ま と め る

総
務
省

総
務
省

【
お
詫
び
と
訂
正
】

本
紙
第
２
１
３
３
・
４
号

２
面
表
中
、
衆
議
院
埼
玉
第

10
区
を
構
成
す
る
市
と
し
て

「
東
松
島
市
」
と
あ
る
の
は
、

「
東
松
山
市
」の
誤
り
で
し
た
。

お
詫
び
し
、
訂
正
い
た
し
ま

す
。

予
算
編
成
で
調
整
す
る
と
し

た
。地

方
財
政
収
支
の
仮
試
算

で
、
一
般
財
源
は
前
年
度
比

０・２
％
減
の
63
・
２
兆
円
と

な
っ
た
。

う
ち
、地
方
税
は
６・８
％

地
方
財
政
収
支
の
仮
試
算

地
方
財
政
収
支
の
仮
試
算

【
２
面
か
ら
続
く
】

総
務
省
　
令
和

総
務
省
　
令
和
３３
年
度
地
方
債
計
画

年
度
地
方
債
計
画

臨
時
財
政
対
策
債　

倍
増

臨
時
財
政
対
策
債　

倍
増  

減
の
38
・
２
兆
円
、
地
方
譲

与
税
は
32
・
８
％
減
の
１
・

８
兆
円
。

地
方
債
で
は
、
臨
時
財
政

対
策
債
が
前
年
度
か
ら
大
幅

増
額
（
詳
細
は
地
方
債
計
画

記
事
に
掲
載
）
し
た
こ
と
に

よ
り
、
39
・
5
％
増
の
12
・

９
億
円
と
な
っ
た
。

一
般
歳
出
は
、
前
年
度
比

令
和
3
年
度
地
方
債
計
画

案
で
、
計
画
額
の
規
模
は
前

年
度
比
31
・
３
％
増
の
15
兆

４
０
０
４
億
円
と
な
っ
た
。

臨
時
財
政
対
策
債
が
前
年
度

総
務
省
は
、
令
和
３
年
度

の
地
方
財
政
の
課
題
と
し
て
、

①
感
染
症
拡
大
へ
の
対
応
と

地
域
経
済
の
活
性
化
の
両
立

や
防
災
・
減
災
、
国
土
強
靭

化
等
の
重
要
課
題
へ
の
対
応

②
地
方
の
一
般
財
源
総
額
の

確
保
③
次
世
代
型
行
政
サ
ー

か
ら
倍
以
上
、
増
え
た
こ
と

が
大
き
く
影
響
し
た
。
地
方

債
計
画
額
の
増
額
は
４
年
連

続
。内

訳
は
、
普
通
会
計
分
が

39
・
５
％
増
の
12
兆
９
４
５

１
億
円
。
う
ち
、
通
常
分
は

０
・
２
％
増
の
５
兆
２
８
８

５
億
円
を
要
求
し
て
い
る
。

公
営
企
業
会
計
等
分
は
前
年

度
同
額
の
２
億
４
５
５
３
億

円
と
な
っ
た
。

臨
時
財
政
対
策
債
な
ど
の

特
別
分
は
91
・
４
％
増
の

７
兆
6
５
６
６
億
円
と
大

幅
に
増
額
。
臨
財
債
以
外

の
財
源
対
策
債
、
退
職
手

当
債
、
調
整
は
い
ず
れ
も

前
年
度
同
額
で
、
今
年
度

の
増
額
分
全
額
が
臨
財
債

と
な
っ
て
い
る
。

今
年
度
の
臨
時
財
政
対

策
債
は
６
兆
７
９
６
６
億

円
で
、
前
年
度
か
ら
１
１

６
・
５
％
増
と
な
る
。
臨
時

財
政
対
策
債
の
増
額
は
５
年

ぶ
り
と
な
っ
た
（
グ
ラ
フ
左

上
掲
）。

策
定
方
針
は
、
①
引
き
続

き
厳
し
い
地
方
財
政
の
状
況

の
下
、
地
方
公
共
団
体
が
地

域
に
必
要
な
サ
ー
ビ
ス
を
確

実
に
提
供
で
き
る
よ
う
、
地

方
財
源
の
不
足
へ
の
対
処
の

た
め
の
措
置
を
講
じ
、
所
要

の
地
方
債
資
金
の
確
保
を
図

る
②
「
令
和
３
年
度
予
算
の

概
算
要
求
の
具
体
的
な
方
針

に
つ
い
て
」
お
よ
び
「
令
和

３
年
度
地
方
財
政
収
支
の
仮

試
算
【
概
算
要
求
時
】」
を
踏

ま
え
る
―
と
し
て
い
る
。

ま
た
、
東
日
本
大
震
災
分

0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

32元3029
（年度）

（単位：兆円）

4.01 3.99

3.26 3.14

6.79

ビ
ス
の
推
進
と
財
政
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
の
強
化
―
を
挙
げ
た
。

特
に
②
で
は
地
方
交
付
税

に
つ
い
て
、
極
め
て
厳
し
い

地
方
財
政
の
現
状
を
踏
ま
え
、

本
来
の
役
割
で
あ
る
財
源
調

整
機
能
と
財
源
保
障
機
能
が

適
切
に
発
揮
さ
れ
る
よ
う
総

額
を
適
切
に
確
保
す
る
と
し

た
。•

•
•
•
•
•
•
•

•
•
•
•
•
•
•
•

は
別
途
策
定
す
る
と
し
た
。

地
方
債
資
金
に
つ
い
て
は
、

前
年
度
比
31
・
３
％
増
の
15

兆
４
０
０
４
億
円
を
確
保
す

る
。う

ち
、
公
的
資
金
が
37
・

８
％
増
の
６
兆
５
５
４
２
億

円
、
民
間
等
資
金
が
26
・
８

％
増
の
８
兆
８
４
６
２
億
円

と
な
っ
た
。

地
方
財
政
の
課
題

地
方
財
政
の
課
題

グラフ　臨時財政対策債の推移（当初）

※小数点第 3位以下を四捨五入。
※各年度の地方債計画および計画（案）を基に本紙作成。
※ 29 ～ 2 年度は計画額、3年度は計画額（案）。
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【
市
の
概
要
】

▽
人
口　
50
万
９
９
２
４
人

（
令
和
２
年
９
月
１
日
）

▽
面
積　
４
２
９
・
40
㎢

▽
歴
史
・
沿
革　
市
街
地
は

松
山
城
を
中
心
に
発
展
を
遂

げ
て
き
た
。
明
治
22
年
12
月

市
制
施
行
。
平
成
12
年
４
月

中
核
市
移
行
。
平
成
17
年
１

月
、
北
条
市
、
中
島
町
を
合

併
し
て
四
国
初
の
50
万
都
市

と
な
っ
た
。
平
成
28
年
７
月

に
連
携
中
枢
都
市
宣
言
、
松

山
圏
域
連
携
中
枢
都
市
圏
誕

生
。

▽
シ
ン
ボ
ル　
市
章
は
松
山

市
出
身
の
画
家
下
村
為
山
の

考
案
。
松
と
山
を
図
案
化
し

の
「
議
会
の
意
思
表
明
」
と

し
た
。

て
表
現
し
て
い
る
。
市
の
花

は
ヤ
ブ
ツ
バ
キ
。「
伊
予
国

風
土
記
」
逸
文
に
椿
を
称
賛

す
る
一
文
が
あ
り
、
市
民
に

古
く
か
ら
親
し
ま
れ
て
き

た
。
道
後
温
泉
で
知
ら
れ
る

ほ
か
、
俳
人
正
岡
子
規
を
輩

出
し
た
「
俳
句
の
里
」
と
し

て
も
有
名
。

【
議
会
の
概
要
】

▽
議
員
定
数　

43
人
（
現

在・男
性
36
人
、
女
性
７
人
）

▽
前
回
選
挙　
平
成
30
年
４

月
29
日
、
立
候
補
53
人
、
投

票
率
43
・
87
％

▽
議
会
ト
ピ
ッ
ク
ス　
市
議

会
政
策
研
究
会
の
専
門
部
会

が
今
年
３
月
、「
本
庁
舎
周

辺
私
有
地
の
将
来
的
グ
ラ
ン

ド
デ
ザ
イ
ン
に
関
す
る
提
言

書
」
を
取
り
ま
と
め
、
野
志

克
仁
市
長
に
提
出
し
た
。
行

政
機
能
の
強
化
や
市
役
所
本

庁
舎
周
辺
の
魅
力
創
出
策
な

ど
を
提
言
、
近
く
基
本
構
想

策
定
に
取
り
組
む
市
当
局
へ

若
江
議
長
の
話

若
江
議
長
の
話

市中心部で威容を誇る松山城
（写真提供＝松山市）

松
山
市
は
、
温
暖
な
瀬
戸

内
海
気
候
に
恵
ま
れ
た
四
国

最
大
の
都
市
で
、
市
の
中
心

部
に
は
現
存
12
天
守
の
一
つ

で
あ
る
松
山
城
や
、
約
３
千

年
の
歴
史
を
誇
り
日
本
最
古

の
温
泉
と
い
わ
れ
る
道
後
温

泉
を
有
し
ま
す
。
道
後
温
泉

本
館
は
今
年
、
建
築
か
ら

１
２
７
年
を
迎
え
る
国
の
重

要
文
化
財
で
す
。
現
在
、
多

彩
な
イ
ベ
ン
ト
を
展
開
し
、

一
部
営
業
し
な
が
ら
保
存

修
理
工
事
を
行
っ
て
い
ま

す
。
ま
た
、「
道
後
温
泉
別

館　
飛
鳥
乃
湯
泉
」
が
平
成

29
年
に
オ
ー
プ
ン
し
、
新
た

な
魅
力
あ
る
道
後
を
お
楽
し

み
い
た
だ
け
ま
す
。
ぜ
ひ
お

越
し
く
だ
さ
い
。

市　章

松

山

市

松

山

市

部
会
長
市
紹
介

部
会
長
市
紹
介

若江進議長

連載⑧

■ 特集
▶ 新型コロナ対策　―これからの

自治体に期待する―
／岡部信彦

▶ 試された危機管理と機動力　―
コロナ禍に揺れ、向き合った地
方議会―
／人羅　格

▶ 異なる執政制度から見るコロナ
対応
／辻　陽

▶ 新型コロナ対策から考える国の
役割・自治体の仕事
／今井　照

▶ 非常時から平時を問う　―地方
議会のコロナ対応・最新レポー
ト―

　／長内 紳悟

■ 巻頭言・地方自治に思う
新型コロナウイルス拡大に議会・
議員はどのように対応するか
／江藤俊昭

■ 現地報告
▶北海道七飯町

町会議員が新型コロナに感染、非
常時に直面した議会の対応
／妹尾洋兵

▶静岡県御殿場市
議会ＢＣＰに新型コロナウイルス
対策を追記した経緯と今後の対応
について
／勝間田幹也

Ａ４判・68 頁・定価 831 円（年間購読料 9,972 円）

ご注文・問い合わせは
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特　集
「新型コロナウイルスと地方議会」

議
会
人
事

▼
議
長

▽
大
阪
狭
山　
山
本
尚
生

	

（
５・15
）

▽
小
矢
部	

藤
本
雅
明（
９・２
）

▽
交
野	

三
浦
美
代
子（
９・２
）

▽
大
洲	

安
川
哲
生（
９・15
）

▽
八
戸	

森
園
秀
一（
９・17
）

▼
副
議
長

▽
大
阪
狭
山　
西
野
滋
胤

	

（
５・15
）

▽
小
矢
部	

加
藤
幸
雄（
９・２
）

▽
交
野	

松
本
直
高（
９・２
）

▽
大
洲	

村
上
松
平（
９・15
）

▽
八
戸	

三
浦
博
司（
９・17
）

10月28 ～ 29日に長野市で開催を予定してお
りました本会の第15回研究フォーラムですが、
長野市議会を含む実行委員会で協議した結果、
新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、
既にメールや本会ＨＰでご案内の通り、開催
を中止することといたしました。
来年度以降の同フォーラム開催に関しまして
は、次号以降の旬報で連絡させてさせていただ
く予定です。
また、来年1月27～ 28日に都内で開催予定で
した全国市議会事務局職員研修会につきまして
も中止と決定いたしました。予定会場が実施す
る新型コロナ対策により、入場者が510人以下
に制限され、全国815市区の議会事務局の皆様
にご参加いただくことが出来なくなりました。
換気の徹底など会場での感染対策に一定の難し
さがあることも考慮いたしました。
何卒、事情をご賢察の上、ご理解いただき
ますようお願い申し上げます。

研究フォーラム､ 事務局職員研修会研究フォーラム､ 事務局職員研修会

中止のお知らせ中止のお知らせ本会行事本会行事


